


















































































（ 3）　燕市に隣接していた大島村大字井戸巻地区は自主的な住民投票を経て同年 3 月に燕市に編入さ
れた。
（ 4）　また1960（昭和35）年 4 月に栄村の一部の栗舟地区、今井地区が三条市に編入された。
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図 1 　昭和の合併前後の三条市域（ ５）





（ 7）　米軍（1946）『USA⊖M949⊖ 5 ⊖ 7 』をもとに作成。
図 3 　1946年の三条市航空写真（ 7）



































三条市人口 74，080 77，814 81，806 85，275 86，325 85，823 85，691 84，447








































































1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年
三条市総数 35，391 38，146 42，678 42，585 44，737 45，024 46，553 47，329 44，879
農業 8，854 7，314 6，571 3，597 3，314 2，700 2，030 2，150 1，747
林業、狩猟業 6 2 4 3 11 4 6 4 15
漁業、水産養殖業 0 1 0 0 0 0 0 0 3
鉱業 63 46 21 17 28 32 26 38 21
建設業 1，097 1，477 1，782 2，202 2，484 2，434 2，568 3，125 2，899
製造業 11，841 13，860 15，855 16，157 16，174 16，527 17，264 16，344 14，692
卸売小売業 7，543 8，676 10，333 11，609 12，898 12，808 13，035 13，126 12，140
金融・保険業 527 708 749 880 954 1，141 1，213 1，216 1，076
不動産業 64 95 123 139 196 223 187
運輸・通信業 1，081 1，237 1，286 1，349 1，446 1，537 1，600 1，674 1，667
電気・ガ ス・ 水
道・熱供給業
205 249 254 260 259 267 239 256 250
サービス業 3，544 3，968 5，000 5，450 6，138 6，599 7，436 8，229 9，236
公務 625 605 759 851 872 817 922 915 826
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表 3 　1960（昭和35）年以降の三条市工業製品出荷額（市全体、及び上位3業種）推移（17）
三条市全体 金属製品製造業 鉄鋼業 機械製造業 電気機械器具製造業
事業所数 製造品出荷額 事業所数 製造品出荷額 事業所数 製造品出荷額 事業所数 製造品出荷額 事業所数 製造品出荷額
1960 2024 824045 1375 393154 22 152085 81 101405
1963 665 1388379 338 658047 22 181870 58 256079
1966 799 2080535 425 1051035 29 273349 56 247045
1969 880 3748023 484 1722525 31 667712 68 452561
1971 886 4507802 495 2517214 24 424666 59 438788
1972 977 5241680 528 2882797 32 484478 70 441096
1973 981 7017797 512 3565092 49 839042 75 683156
1974 962 8916022 504 4574788 39 1047388 76 907204
1975 971 9046192 504 4617988 37 812691 73 1125242
1976 981 10375373 526 5440207 43 931597 76 1234918
1977 965 11545427 517 6101901 53 1135856 74 1396248
1978 998 12493826 531 6604181 54 1280594 86 1412794
1979 964 12752401 501 6083301 51 1568461 85 683633
1980 946 14296649 483 6466062 62 2383111 93 1796007
1981 931 14376814 468 6279519 59 2319325 95 1982376
1982 913 15247027 451 7074735 58 2110769 96 2166613
1983 904 15111116 446 7050899 55 1922690 99 2084319
1984 874 15518445 433 7068085 56 2025247 90 2295459
1985 864 17055281 416 7810137 53 1964881 99 2464782
1986 853 17239092 413 8424132 53 1806428 101 2477311
1987 849 17496989 410 8483757 50 1656758 96 2196691
1988 851 18818589 406 9139219 52 1882393 90 2264909
1989 836 21295141 401 11176136 44 1988825 91 2413343
1990 843 23507574 405 12389943 49 2128398 97 2968146
1991 849 24986493 398 12963216 45 1969294 92 3283589
1992 829 24680292 385 7967152 90 5477012 22 5477012
1993 808 24118869 371 7688596 87 2927785 20 5936195
1994 797 22563132 367 7146275 90 2953568 19 4715138
1995 784 23920187 360 7050253 87 3131881 17 5311447
1996 770 25655518 345 7407433 89 3526836 17 5984763
1997 738 25455834 339 7428065 86 3450757 16 5646287
1998 712 22072048 327 6584683 83 2913230 15 4375609
1999 692 20252185 319 9755567 33 1316985 81 2578919










































































































































































名前 得票数 属性 支持連合
土田治五郎 6，200 地主・事業家 市内産業界（自由党、進歩党）
外山貞次 3，969 団体役員 大陸引揚者仲間、庶民層、前市長渡辺常世派
成田茂八 2，799 地主・事業家 社会党の一部、自由党亘派の一部
吉田兼次 2，012 共産主義活動家 共産党、社会党の一部
韮澤平吉 1，832 団体職員 社会党の一部
1947（昭和22）年4月15日執行
名前 得票数 属性 支持連合
土田治五郎 8，827 地主・事業家 市内産業界（自由党、進歩党）


































































に正式に受理することとなった。市選挙管理委員会はただちに土田市長に弁明書を翌年 1 月 2 日
















名前 得票数 属性 支持連合




成田茂八 3，802 地主・事業家 民自党亘派の一部、金物業界の一部、社会党の一部
川俣吉衛 1，634 新聞社経営 地縁有志、農民組合連合会

















号外』1949（昭和24）年 2 月 9 日。）

















































年度 歳入 歳出 繰越（△は繰上）
昭和24年 646 637 8
昭和25年 2，592 2，663 △ 72
昭和26年 3，058 3，057 0
昭和27年 4，851 4，848 3
昭和28年 5，999 5，997 2
昭和29年 4，183 4，182 0
昭和30年 4，747 4，705 41





（50）　『越後ジャーナル』1980（昭和55）年 4 月 4 日。
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表 7 　下水道特別会計決算（歳入内訳（５1））
年度 総額 国庫支出金 県支出金 繰越金 市債 繰入金
昭和24年 646 100 96 0 450 0
昭和25年 2，592 200 269 8 2，000 100
昭和26年 3，058 200 278 0 2，200 380
昭和27年 4，851 450 270 ⊖ 3，650 430
昭和28年 5，999 476 285 3 4，635 600
昭和29年 4，183 440 145 4 4，286 1，100
昭和30年 4，747 550 0 ⊖ 1，100 3，093
※単位は万円、一万円未満切り捨て
表 8 　下水道特別会計決算（歳出内訳（５2））
年度 総額 事務費 建設費 元利償還金 借入金利子
昭和24年 637 145 483 0 8
昭和25年 2，663 269 2，305 39 49
昭和26年 3，057 411 2，338 152 45
昭和27年 4，848 558 3，836 285 87
昭和28年 5，997 622 4，679 523 67
昭和29年 4，182 615 2，744 643 34







昭和24年 119 116 ⊖ 3
昭和25年 138 139 1 △ 1
昭和26年 197 199 3 △ 1
昭和27年 225 243 6 △ 17
昭和28年 284 325 6 △ 41
昭和29年 341 411 11 △ 69








地区 ポンプ場 幹線 枝線
予定
嵐北排水区 荒町ポンプ場の建設 2，900m 38，000m
嵐南排水区 由利ポンプ場の建設 2，200m 22，000m
事業終了時
嵐北排水区 荒町ポンプ場の建設 2，900m 811m



















（54）　『越後ジャーナル』1980（昭和55）年 5 月 4 日。荒町ポンプ場と嵐北排水区は1955（昭和30）
年 8 月の時点でようやく完成した。この完成の時点で嵐南地区のその後の幹線部分の完工は 2 年
後の1957（昭和32）年とされていた（『北越公論』1930（昭和30）年 8 月31日。）
（55）　『北越公論』1958（昭和33）年 4 月28日、 8 月18日。


























（57）　『三條新聞』1952（昭和27）年12月14日、1953（昭和28）年 1 月 4 日。ここで野党と示してい
る勢力は市議会における反土田派のことである。
（58）　『三條新聞』1953（昭和28）年 1 月 4 日。














名前 得票数 属性 支持連合


















（64）　『越後ジャーナル』1980（昭和30）年 5 月 9 日、16日、23日、 6 月13日
（65）　大島村の一部（旧大島村井戸巻地区）はこの時、燕市と合併している。

























































（昭和30）年 2 月 9 日。）
（72）　『北越公論』1955（昭和30）年 2 月 9 日。なお、市政擁護会の幹部には久保清作や神山千代松
など後の三条越山会の結成に関与する者が多い。
（73）　『三條新聞』1955（昭和30）年 5 月 5 日、『北越公論』1955（昭和30）年 6 月 8 日。
（74）　『北越公論』1956（昭和31）年 2 月 1 日。
（75）　『北越公論』1956（昭和31）年 4 月11日、8 月15日、11月28日、12月 5 日、『三條新聞』1955（昭
和30）年 9 月 8 日、11月27日、12月18、1956（昭和31）年 2 月 5 日、 4 月19日、 9 月23日、10月
11日、11月29日、1957（昭和32）年 1 月 6 日。
（76）　『北越公論』1956（昭和31）年 3 月14日、 4 月11日、25日。

























（77）　『北越公論』1956（昭和31）年 7 月18日、 8 月15日。
（78）　『北越公論』1956（昭和31）年 8 月15日。
（79）　『北越公論』1956（昭和31）年 8 月22日。



















　年が明け、投票日まで 1 か月を切った1957（昭和32）年 1 月になっても、市
内では土田市長はまだ出馬するのではないかと噂されている状態であった。そ
してついに市長選挙公示日 5 日前の 1 月 6 日になり、土田市長はようやく出馬
の意志を表明する（87）。
　しかし、結果として土田市長の立候補は叶わなかった。土田市長は出馬の意
思を示した当日の夜、体の不調を訴え、 1 月 8 日に容態悪化で入院し、選挙ど
（82）　『北越公論』1956（昭和31）年 9 月 5 日、12日。
（83）　『三條新聞』1956（昭和31）年10月11日、『北越公論』1956（昭和56）年 9 月27日。
（84）　『北越公論』1956（昭和31）年12月 5 日。
（85）　『北越公論』1956（昭和31）年12月19日、1957（昭和32）年 1 月 1 日。
（86）　『三條新聞』1956（昭和31）年12月 9 日。なお、結局桑原に内定したのは、公認しなくとも脱
党して無所属ででも選挙に臨み兼ねない態度に押されたからであったとされる（『三條新聞』
1957（昭和32）年 1 月 1 日。）
（87）　『三條新聞』1957（昭和32）年 1 月 6 日、10日。



























（90）　『三條新聞』1957（昭和32）年 1 月16日、『北越公論』1957（昭和32）年 1 月27日。
（91）　『三條新聞』1957（昭和32）年 1 月19日。
（92）　『三條新聞』1957（昭和32）年 1 月16日。































（95）　『三條新聞』1957（昭和32）年 1 月23日、『北越公論』1957（昭和32）年 1 月20日。
（96）　『三條新聞』1957（昭和32）年 2 月21日、24日。
（97）　『三條新聞』1957（昭和32）年『北越公論』1957（昭和32）年 5 月 1 日、 6 月12日、10月 2 日、
12月 4 日、1958（昭和33）年 9 月22日、1959（昭和34）年 5 月10日、17日、 8 月 2 日、1960（昭
和35）年 1 月10日、1964（昭和39）年 1 月12日。











































名前 得票数 属性 支持連合


















和36）年 1 月22日、『三條新聞』1960（昭和35）年10月20、23、27日、12月 1 日。）
（103）　『北越公論』1961（昭和36）年 2 月 5 日、『三條新聞』1961（昭和36）年 2 月19日。
（104）　『北越公論』1961（昭和36）年 7 月23日。


















































（110）　『三條新聞』1963（昭和38）年 1 月 1 日、1964（昭和39）年 1 月 1 日、『北越広報』1964（昭
和39）年 1 月26日。























































名前 得票数 属性 支持連合
高野亀太郎 20，233 金属加工業、元市議会議長 自民党各派








（119）　『三條新聞』1965（昭和40）年 1 月 8 日。
（120）　『三條新聞』1965（昭和40）年 1 月 9 日。
（121）　『三條新聞』1965（昭和40）年 1 月10日。





























































（131）　『三條新聞』1968（昭和43）年12月26日、1969（昭和44）年 1 月 7 日。

































（139）　『北越公論』1965（昭和40）年 8 月 8 日。
（140）　『越後ジャーナル』1980（昭和56）年 4 月17日。































（147）　『三條新聞』1969（昭和44）年11月 5 日、 9 日12日。













名前 得票数 属性 支持連合
渡辺常世 18，585 元市長、元県議 自民党各派
大平武 10，288 全逓三条支部幹部 社会党








































（154）　『三條新聞』1972（昭和47）年 2 月 4 日、22日、『北越公論』1972（昭和47）年 1 月15日。
（155）　『三條新聞』1972（昭和47）年 3 月11日、12日。
（156）　『三條新聞』1972（昭和47）年 5 月21日10月19日。




























（159）　『三條新聞』1972（昭和47）年 5 月31日、 6 月 1 日。
（160）　『三條新聞』1972（昭和47）年 6 月 2 日。
（161）　磯野は当初「その面には興味もないし、任ではない」と伝えられていた。（『三條新聞』1972（昭
























月10日、 9 月 2 日。）
（163）　『三條新聞』1972（昭和47）年 6 月 7 日。
（164）　『三條新聞』1972（昭和47）年 6 月21日。
（165）　『三條新聞』1972（昭和47）年 6 月 8 日。
（166）　『三條新聞』1972（昭和47）年 6 月22日、 7 月 2 日。
（167）　『三條新聞』1972（昭和47）年 7 月 5 日。
（168）　『三條新聞』1972（昭和）47）年 6 月30日。




名前 得票数 属性 支持連合
稲村稔夫 20，888 社会党本部職員 社会党、共産党、民社党























































公論』1975（昭和50）年 5 月 3 日、『越後ジャーナル』1981（昭和56）年12月 4 日。）
（175）　『北越公論』1975（昭和50）年 5 月10日、『越後ジャーナル』1981（昭和56）年12月 4 日。




















































（180）　『北越公論』1971（昭和51）年 1 月24日、 3 月 6 日。






での受諾であった。（『三條新聞』1976（昭和51）年 4 月15日『北越公論』1976（昭和51）年 4 月
24日。）
（185）　『三條新聞』1976（昭和51）年 6 月24日。





























（186）　『三條新聞』1976（昭和51）年 6 月24日『北越公論』1976（昭和51）年 5 月29日、 6 月12日。
（187）　『北越公論』1976（昭和51）年 6 月26日。


























（191）　『三條新聞』1978（昭和53）年 1 月 8 日。
（192）　『北越公論』1979（昭和54）年 7 月 7 日、1980（昭和55）年 2 月 2 日。県知事選挙では三条市
内では当選した君健男の得票を500ほど上回るものの、その他の選挙区で稲村の得票が君を上回
ることは無く、約30万票の差で落選した。
（193）　『三條新聞』1980（昭和55）年 4 月 6 日。
（194）　『北越公論』1980（昭和55）年 4 月19日。









名前 得票数 党派 属性 支持連合




















（198）　『三條新聞』1980（昭和55）年 6 月 6 日、『北越公論』1980（昭和55）年 9 月13日。






















































































大平をわずか 9 票差で上回り、自民党が 2 議席を独占する結果となった。（『越後ジャーナル』






































































（220）　『北越公論』1986（昭和62）年 1 月 1 日。
（221）　『越後ジャーナル』1987（昭和62）年 3 月13日。
























1987（昭和62）年の 9 月の定例市議会の際に、五大事業の 1 つに掲げられた昭
栄地区市街地再開発事業に伴う昭栄再開発ビルの建設工事の請負契約を巡っ



























（227）　約 4 億 2 千万円の費用変更であり、市の一般会計繰出し金だけでも 1 億 5 千万円の追加が必
要となるものであった。





（232）　『越後ジャーナル』1989（平成元）年 2 月 1 日。


















（233）　『北越公論』1991（平成 3 ）年 1 月26日。
（234）　そのため、長谷川の市長立候補表明の時点では具体的に誰を推すか言葉を濁したが、最終的
には長谷川を支援することとなった。『越後ジャーナル』1990（平成 2 ）年11月22日、12月14日、
1991（平成 3 ）年 3 月23日。
（235）　『越後ジャーナル』1991（平成 3 ）年 2 月21日。








ある（『越後ジャーナル』1991（平成 3 ）年 1 月 5 日。）
（239）　『越後ジャーナル』1991（平成 3 ）年 2 月27日。


































（241）　『越後ジャーナル』1991（平成 3 ）年 2 月19日。
（242）　『越後ジャーナル』1991（平成 3 ）年 4 月19日。
（243）　『越後ジャーナル』1991（平成 3 ）年 1 月29日、 2 月13日。
（244）　『越後ジャーナル』1991（平成 3 ）年 4 月27日。
（245）　『北越公論』1991（平成 3 ）年 9 月 7 日。

























（246）　『越後ジャーナル』1987（昭和62）年 5 月 8 日。
（247）　『越後ジャーナル』1986（昭和61）年 4 月11日。
（248）　『越後ジャーナル』1984（昭和59）年 2 月17日、『北越公論』1985（昭和60）年 9 月14日。
（249）　『越後ジャーナル』1994（平成 6 ）年10月 7 日。
1５2 独立自尊と多元的自治の展開〔箕輪　允智〕
（19）


















（250）　『越後ジャーナル』1994（平成 6 ）年 7 月 2 日。





ジャーナル』1994（平成 6 ）年10月18日、『三條新聞』1994（平成 6 ）年10月14日。
（254）　久住久俊は1959（昭和24）年選挙で当時の土田市長と争い、それ以後長らく市議会議員で市
政に関与した久住久治の息子である。
（255）　『越後ジャーナル』1994（平成 6 ）年10月18日、『三條新聞』1994（平成 6 ）年10月30日。
（256）　『北越公論』1995（平成 7 ）年 1 月14日。
（257）　『越後ジャーナル』1994（平成 6 ）年12月15日。
（258）　『北越公論』1995（平成 7 ）年 2 月11日。























（259）　『三條新聞』1995（平成 7 ）年 5 月 2 日。
（260）　『越後ジャーナル』1995（平成 7 ）年 4 月12日、『三條新聞』1995（平成 7 ）年 2 月26日。
（261）　『越後ジャーナル』1995（平成 7 ）年 2 月23日、 4 月12日、『三條新聞』1994（平成 6 ）年10
月30日。
（262）　『越後ジャーナル』1994（平成 6 ）年12月16日、1995（平成 7 ）年 2 月23日。
（263）　『越後ジャーナル』1995（平成 7 ）年 2 月21日。
（264）　『越後ジャーナル』1995（平成 7 ）年 4 月25日。































（266）　『三條新聞』1995（平成 7 ）年 4 月24日では滝口陣営から「やっぱり旧嵐川会は巨大」、 5 月
2 日では、「前回長谷川を落選させた嵐川会の長老らが 4 年間で合格点をつけた」と報じられる
など、旧嵐川会の動向が長谷川当選に大きく弾みをつけたと考えられるのである。





























月 8 日、28日、1996（平成 8 ）年 2 月15日。）
（271）　『越後ジャーナル』1998（平成10）年11月14日。『三條新聞』1996（平成 8 ）年 5 月31日。また、




『三條新聞』1995（平成 7 ）年12月26日、1996（平成 8 年）2 月25日、1999（平成11）年 2 月11日。
1５６ 独立自尊と多元的自治の展開〔箕輪　允智〕
（1５）






















（273）　『三條新聞』1997（平成 9 ）年 2 月 8 日、21日。
（274）　『三條新聞』1998（平成10）年 2 月11日。
（275）　燕市側の市議会議員や市長はこれらの態度によって三条に舐められているというように捉え
られたのである。（『三條新聞』1998（平成10）年 2 月 6 、 7 、 8 日。）
（276）　『三條新聞』1998（平成10）年 2 月11日。
（277）　『三條新聞』1998（平成10）年 2 月21日、 3 月 7 日。
（278）　『三條新聞』1998（平成10）年 3 月 7 、25日。
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（279）　なお、デザインについては 1 度白紙撤回され、 1 度事前調整がなされたとされる業者とは別
の業者のもので決定した。また、この建設については、当初、県からの財政支援も期待ものでき
るとして説明していたものの、県との交渉が不調に終わり、財政支援を得ることができないまま
建設を実施することに対する批判も大きかった。（『三條新聞』1998（平成10）年 8 月 2 日、1997
（平成10）年12月11日、18日）1998（平成10）年 2 月21日。）
（280）　その後1997（平成 9 ）年には新進党に入党、1998（平成10）年には自由党へと移ることとなり、
同年 7 月の参議院選挙に比例区で当選する。（『三條新聞』1997（平成 9 ）年12月 2 日、1999（平









































（285）　『三條新聞』1999（平成11）年 1 月27日、 4 月26日。
（286）　『三條新聞』1999（平成11）年 3 月22、30日、 4 月17日。
























（289）　『三條新聞』1999（平成11）年 5 月17、25日、 6 月17日。
（290）　『三條新聞』1999（平成11）年 5 月25日。
（291）　『三條新聞』1999（平成11）年 6 月20日。
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議会第 1 回協議会資料、2012年 3 月23日開催。

















































































































（305）　『三條新聞』1972（昭和47）年 7 月20日、『北越公論』1972（昭和44）年 7 月22日











　 1 つ目は三条市政の動態観察から、自治体の政策志向の理論の 1 つとなって
いる Peterson の City limits（30６）とは異なる姿が導き出せたという点である。
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